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□ ハウジング・トリビューン本誌 年間購読 & オンラインプレミアム 年間利用（37,400円）
□ ハウジング・トリビューン本誌 年間購読（31,900円）
□ ハウジング・トリビューン オンライン プレミアム 年間利用（22,000円）

住生活産業
　　　　総合情報誌

住生活産業のための
　　　　　　　情報プラットフォーム
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年間利用料年間利用料年間購読料年間購読料

PC・スマホ・タブレットから読める！

年間購読者には電子版News Report
「Housing Tribune Weekly」を
毎週金曜日に配信しています！

ハウジング・トリビューン ハウジング・トリビューン オンライン プレミアム
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ハウジング･トリビューン
電子版最新２号分
ハウジング･トリビューン
電子版最新２号分
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202
3年
11月
24日
号

ハウ
ジン
グ・
トリ
ビュ
ーン
【ウ
ィー
クリ
ー】

今週
のト
ピッ
ク解
説

での
「所
有者
全員
の5

分の
4以
上」
にお
いて
、

所在
不明
者は
反対
票

に数
えて
いた
ため
、合

意形
成が
難し
かっ
たこ
と

を踏
まえ
た改
正だ
。

この
ほか
、一
カ所
の

敷地
に複
数の
建物
が

建つ
「団
地」
につ
いて

の建
替え
要件
も緩
和す
る。
一括
建替
えの
決議
は「
団地
全所
有者

の5
分の
4、
かつ
各棟
の所
有者
の3
分の
2」
とさ
れて
いる
もの
を「
所

在が
明ら
かな
所有
者の
4分
の3
、か
つ所
在が
明ら
かな
各棟
所有
者の

過半
数」
に、
1棟
建替
えの
承認
は「
団地
全所
有者
の4
分の
3」
を

緩和
事由
によ
り「
出席
者の
3分
の2
」と
する
。

この
たた
き台
を元
に2
3年
中に
要綱
をと
りま
とめ
、2
4年
1月
の通
常

国会
への
改正
案提
出を
目指
す。

国土
交通
省で
は、
管理
・修
繕の
適正
化や
再生
の円
滑化
の観
点

から
、今
後進
める
べき
政策
につ
いて
検討
する
こと
を目
的に
、2
2年
に

「今
後の
マン
ショ
ンの
あり
方に
関す
る検
討会
」を
設置
、今
年8
月に

「マ
ンシ
ョン
政策
全般
に係
る大
綱」
とし
て位
置づ
ける
とり
まと
めを
公

表し
た。
建替
え等
に関
する
施策
の方
向性
とし
ては
、円
滑な
建替
え

事業
等に
向け
た環
境整
備、
多様
なニ
ーズ
に対
応し
た事
業手
法、
自

主建
替え
の円
滑化
、の
3点
をあ
げ、
今後
、標
準管
理規
約や
管理

計画
認定
基準
、ガ
イドラ
イン
の見
直し
など
、施
策の
具体
化に
向け
た

検討
を進
める
。

この
検討
会は
「区
分所
有法
制の
見直
しの
動向
も踏
まえ
なが
ら、
法

制審
議会
と「
車の
両輪
」と
して
、マ
ンシ
ョン
の管
理・
修繕
、再
生

のた
めの
施策
につ
いて
総合
的な
検討
」を
進め
たも
の。
同検
討会
の

とり
まと
めに
加え
、区
分所
有法
改正
の方
向性
も定
まる
なか
、老
朽

化マ
ンシ
ョン
をめ
ぐる
動き
はさ
らに
加速
しそ
うだ
。

マン
ショ
ン建
替え
要件
を条
件付
きで
緩和
へ

・国
土交
通省
　不
動産
取引
にお
ける
不動
産ID
活用
社会
実験
を開
始

・経
済産
業省
　住
宅省
エネ
202
4キ
ャン
ペー
ンに
おい
て対
象と
なる
給湯
器の
基本
要件
を公
表

・住
友林
業　
米国
で独
自の
10階
建て
木造
ビル
振動
台実
験を
実施
、日本

の耐
震基
準で
検証

・大
東建
託　
アカ
マツ
を使
用し
た国
産材
100
％の
2×4
工法
賃貸
住宅
、来
年１
月岩
手県
に完
成

・三
菱地
所　
日本
PCサ
ービ
スと
連携
、全
国の
新築
戸建
・リ
フォ
ーム
領域
に「H
OM
ETA
CT」
を提
供

・LI
XIL
　環
境負
荷を
低減
する
、地
域に
合わ
せた
最適
な窓
を「G
REE
N W
IND
OW
」と宣
言し
、展
開開
始

11
2311

17今週
の主
なニ
ュー
ス

法相
の諮
問機
関で
ある
法制
審議
会の
区分
所有
法制
部会
が、
分

譲マ
ンシ
ョン
の建
替え
決議
の要
件緩
和な
ど「
区分
所有
法制
の改
正

に関
する
要綱
案の
たた
き台
」を
示し
た。
建替
え決
議の
要件
につ
い

て、
現行
の「
所有
者の
5分
の4
」を
条件
付き
で「
所在
が明
らか
な

所有
者の
4分
の3
」に
緩和
する
。

マン
ショ
ンは
、建
物そ
のも
のの
高齢
化と
居住
者の
高齢
化と
いう
大

きな
課題
を抱
えて
いる
。国
土交
通省
によ
ると
、築
40年
超え
のマ
ンシ

ョン
は、
202
2年
の1
26万
戸か
ら3
2年
に2
61万
戸、
42年
には
445

万戸
へと
急増
して
いく
と見
込ま
れて
いる
。ま
た、
世帯
主が
70歳
以上

の住
戸の
割合
は築
40年
のマ
ンシ
ョン
で4
8%
と約
半数
に達
して
いる
。

こうし
たな
かで
適切
な管
理や
修理
・修
繕と
とも
に、
円滑
な建
替え
の

実施
が大
きな
課題
とな
って
いる
。

マン
ショ
ンの
建替
えに
係る
主な
法律
は、「

建物
の区
分所
有等
に関

する
法律
」と
「マ
ンシ
ョン
の建
替え
の円
滑化
等に
関す
る法
律」
の

二つ
。建
替え
の実
施を
決定
する
ため
には
管理
組合
の集
会に
おい
て

決議
が必
要で
、こ
の手
続き
など
は「
区分
所有
法」
に規
定さ
れて
い

る。
また
、建
替え
決議
が成
立し
、実
際に
建替
えを
行う
段階
の手
続

きや
ルー
ルは
「円
滑化
法」
に規
定さ
れて
いる
。

「区
分所
有法
」は
数度
の改
正を
経て
現在
に至
って
いる
。マ
ンシ

ョン
の建
替え
決議
につ
いて
は昭
和3
7年
の制
定時
は規
定が
なく
、民

法の
規定
によ
り全
員同
意と
され
てい
たが
、昭
和5
8年
の改
正で
「区

分所
有者
の5
分の
4以
上」
に緩
和さ
れた
。

今回
の法
改正
の大
きな
ポイ
ント
の一
つが
、こ
の決
議要
件に
つい

て見
直し
所有
者の
合意
形成
をし
やす
くす
るこ
とに
ある
。た
たき
台で

は、
現状
の建
替え
決議
「区
分所
有者
の5
分の
4以
上」
を、
法律

等で
定め
る基
準な
どに
適合
して
いな
い場
合と
いう
条件
付き
で、
「区

分所
有者
の4
分の
3以
上」
に緩
和す
る。
この
条件
とは
、①
耐震
性、

②防
火性
、③
外壁
・外
装材
、④
給排
水配
管設
備、
⑤バ
リア
フリ

ー、
の5
項目
のう
ちい
ずれ
かに
該当
する
こと
。ま
た、
「所
在等
不明

区分
所有
者を
決議
の母
数か
ら除
外す
る」
とさ
れた
。こ
れは
、こ
れま

急増
する

築4
0年
超え
のマ
ンシ
ョン
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2023年
11月10

日号

ハウジン
グ・トリ

ビューン
【ウィー

クリー】

今週のト
ピック解

説

「こどもエ
コすまい

支援事業
」の継続支

援策に21
00億円

・環境省
　脱炭素

先行地域
選定結果

（第4回
）を発表

・住友林
業　デザ

インと性
能を両立

した賃貸
用木造マ

ンション
を発売

・アキレス
　硬質ウレ

タンフォー
ムで初めて

「北総研
防火木外

壁」におけ
る防火構

造の大臣
認定を取

得した「ア
キレスボー

ドFR」12
月1日より

発売

・LIXIL
／近畿大

学　住宅
内温熱環

境と居住
者の健康

に関する
研究論文

を発表

・大東建
託　都市

部向け「
個別設置

型」EV充
電設備の

提案を1
1月より

開始

・東京ガ
ス／TE

S社　非
化石エネ

ルギー源
を原料と

して製造
された“

e-メタン
”に関す

る包括連
携の覚書

を締結

11 9

11 2
今週の

主なニュ
ース

11月2日
に閣議

決定した
「デフレ

完全脱
却のため

の総合
経済対

策」を受
けて、国

土交通
省は11

月10日
、総額

2兆682
億円に

の

ぼる令和
5年度補

正予算を
公表した

。住宅
関連では

、令和
4年度

に実施し
た「こど

もエコす
まい支援

事業」
に続く住

宅取得
支援策

に2100
億円を要

求。長
期優良

住宅の
新築住

宅取得
に戸当

たり

100万円
を補助し

普及のス
ピードア

ップを図
る。

「エネル
ギーコス

ト上昇
に対する

経済社
会の耐

性の強
化」の

一

環として
「質の

高い住
宅ストッ

ク形成に
関する省

エネ住宅
への支

援

（仮称
）」を実

施する。
エネルギ

ー価格な
ど物価

高騰の
影響を受

け

やすい子
育て世帯

・若者
夫婦世

帯等によ
る省エネ

投資の
下支えを

行い、
2050年

カーボン
ニュート

ラルの実
現を図る

ため、子
育て世

帯・若者
夫婦世

帯による
高い省エ

ネ性能を
有する新

築住宅
の取得

や、住
宅の省

エネ改修
などに対

して支援
を実施す

る。省
エネ性能

の高い住
宅を購入

する、1
8歳未満

の子ども
がいる世

帯や、夫
婦の

いずれか
が39歳

以下の
世帯が

主な対象
となる。

「こども
エコすま

い支援
事業」

は、令和
4年度の

補正予
算で事業

実施が
決定され

、3月3
1日から

申請受
付を開始

。新築
住宅は

ZEH

を対象に
戸当たり

100万円
を、リフ

ォームは
住宅の

省エネ改
修のほ

か子育
て対応

改修や
バリアフ

リー改修
などを対

象に工
事内容

に応

じて上限
30万円

（加算
により最

大60万
円）を補

助した。
当初予

算額15
00億円

でスター
トしたが

、6月中
旬時点

での予
算消化

率が

50％を
超え7月

28日に
約209億

円を増額
。9月2

9日時点
で100％

に達した
。対して

今回は、
新築住

宅の取
得支援

の財源と
して公共

事業関
係費17

00億円
、リフォ

ーム支援
の財源

として非
公共事

業

費400億
円を要求

した。

今回の
改正の

大きなポ
イントは

、新築
住宅の

取得支
援につい

て

戸当たり
の補助

額を長期
優良住

宅100万
円、ZE

H80万
円と段階

を設けた
ことだ。

「『こど
もエコす

まい支援
事業』

によりZ
EHの裾

野

は拡大し
た。ZE

Hの普及
を加速さ

せつつ、
さらに長

期優良
住宅も

普及拡
大してい

きたい」
（住宅

局住宅
生産課

）考えだ
。

住宅のリ
フォーム

について
は、住

宅の開
口部・壁

などに対
する一

定の断
熱改修

やエコ住
宅設備

の設置と
いった省

エネリフ
ォームを

行

う場合に
工事内

容に応じ
た定額を

支援、さ
らに、住

宅の省エ
ネ改修

を行った
上で、住

宅の子
育て対

応改修
、バリア

フリー改
修、空

気

清浄機
能・換

気機能
付きエア

コン設置
工事など

も対象と
なる。子

育て世帯
・若者

夫婦世
帯は、リ

フォーム
工事内

容に応じ
て上限

30

万円／
戸、長

期優良リ
フォーム

を行う場
合は上限

45万円
／戸を補

助。その
他の世

帯は、そ
れぞれ上

限20万
円／戸

、上限
30万円

／

戸。さら
に子育て

世帯・若
者夫婦

世帯が
既存住

宅購入を
伴いリフ

ォーム工
事を行う

場合、
上限60

万円／
戸を支援

する。

そのほか
、令和

5年度補
正予算

として、
環境省

は、〈断
熱窓へ

の改修
促進等

による住
宅の省

エネ・省
CO₂加

速化支
援事業

〉に

1350億
円を要求

。高断
熱窓（

熱貫流
率Uw1

.9以下
、建材ト

ッ

プランナ
ー制度

2030年
目標水

準値を超
えるもの

など）へ
の断熱

改

修工事
に対して

支援し、
工事内

容に応じ
て定額を

補助。
1戸あた

り最大
200万

円とする
。経済

産業省
は、〈高

効率給
湯器導

入促

進による
家庭部

門の省
エネルギ

ー推進
事業費

補助金
〉として

580

億円を要
求。一

定の基
準を満た

した高効
率給湯

器を導入
する場合

、

機器・
性能ごと

に設けら
れた定額

を支援す
る。また

、国土
交通省

、

経済産
業省及

び環境
省は、「

住宅省
エネ20

23キャン
ペーン」

に引

き続き、
3省がそ

れぞれ取
り組む住

宅の省
エネリフ

ォームな
どを支援

する補助
制度を、

ワンスト
ップで利

用可能と
する。

質の高い
住宅スト

ック形成
に関する

省エネ住
宅への支

援（仮称
）　リフ

ォームの
補助対象
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2023年12月15日号

ハウジング・トリビューン【ウィークリー】

今週のトピック解説

宅は4500万円、省エネ基準に適合した住宅は4000万円、それ以
外の住宅は3000万円となっている。これが2024年から長期優良
住宅・低炭素住宅は4500万円、ZEH水準省エネ住宅は3500万
円、省エネ基準に適合した住宅は3000万円、それ以外の住宅は
0円へと引き下げられる。今回の税制改正で子育て世帯・若者夫
婦世帯（「19歳未満の子を有する世帯」又は「夫婦のいずれか
が40歳未満の世帯」）に限り、住宅取得支援を目的に借入限度
額を1年間据え置くこととした。2025年については、2024年に改
めて同様の方向性で議論し、2025年度税制改正で措置を決定す
る。住宅ローン減税は、減税期間が最大13年と長く、住宅購入
世帯の家計への影響は小さくない。また、住宅会社にとっても、控
除額の据え置きは住宅販売にプラスに働くことから、据え置き期間
終了後、子育て世帯・若者夫婦世帯の借入限度額が引き下げら
れるかは、引き続き注目が集まりそうだ。
なお、合計所得が1000万円以下の世帯などについては、新築
住宅の床面積要件を50㎡以上から40㎡以上に緩和する。子育て
世帯にとっては、駅近などの利便性が高い場所で住宅を取得するこ

住宅ローン減税、子育て世帯に限り借入限度額を1年間据え置き

・国土交通省　「グリーンインフラ創出促進事業」の公募を開始　民間企業の技術開発を支援
・三井不動産　マレーシアの大規模複合開発で住宅分譲事業2棟（計1360戸）に参画
・レオパレス21　物件検索サイトをフルリニューアル　デザイン刷新でユーザビリティを向上
・竹中工務店ほか　鉄スクラップ循環サイクルの全体最適化に向け連携　業界の垣根を超えた技術の開発へ
・BXカネシン　床合板等に貼り付く粘着性を持つ下地用養生材「BX床養生シート」を発売　
・大阪ガス/伊藤忠商事　世界最大規模のグリーン水素製造を推進するデンマークのEverfuel社に共同出資

12 14

12 8

今週の主なニュース

自民、公明両党は、令和6（2024）
年度の与党税制大綱を決定した。子育て
世帯・若者夫婦世帯に限り、住宅ローン
減税の借入限度額の引き下げを1年間据
え置く。また、子育てに対応した住宅への
リフォームに係る所得税の特例措置を新た
に講じる。
住宅ローン減税は、2022年度の税制

改正で見直され、控除率が0.7％になると
ともに、段階的に借入限度額を縮小する
ことになっていた。2023年の新築・買取
再販の借入限度額は、長期優良住宅・
低炭素住宅は5000万円、ZEH水準住 ※「19歳未満の子を有する世帯」又は「夫婦のいずれかが40歳未満の世帯」

省エネ性能に応じた住宅ローン減税の借入限度額の引き下げ
〈入居年〉2022（R4）年 2023（R5）年 2024（R6）年 2025（R7）年

借
入
限
度
額

新
築
住
宅
・
買
取
再
販

長期優良住宅・
低炭素住宅

ZEH水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

その他の
住宅

4,500万円
子育て世帯・若者夫婦世帯※

：5,000万円【今回改正内容】

3,500万円
子育て世帯・若者夫婦世帯※

：4,500万円【今回改正内容】

3,000万円
子育て世帯・若者夫婦世帯※

：4,000万円【今回改正内容】

0円
（2023年までに新築の建築確認：2,000万円

5,000万円 4,500万円

4,500万円 3,500万円

4,000万円 3,000万円

3,000万円

R7年度税制改正にて
R6と同様の方向性で検討

与党大綱

控除率：0.7％

とがより重要になることに配慮した。2025年度税制改正において
も同様の方向性で検討するとしている。

子育て世帯へのリフォームに 
所得税の特例措置も
また住宅関連の税制改正では、既存住宅のリフォームに係わる
特例措置も拡充・延長（所得税）された。
既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・長期優

良住宅化リフォームに係る特例措置を2年間（2024年1月1日～
2025年12月31日）延長する。
加えて、こども・子育て政策の抜本的強化に向けて、「こどもまん

なかまちづくり」を推進するため、子育てに対応した住宅へのリフォ
ームに係る所得税の特例措置を新たに講じる。子育て世帯などが
子育てに対応した住宅へのリフォームを行う場合に、標準的な工事
費用相当額の10％などを所得税から控除する。適用期限は2024
年12月31日。対象工事限度額250万円、最大控除額（対象工
事）25万円とした。


